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■機関名 平取町役場 

■任命権者 平取町長  川 上  満 
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Ⅰ 計画期間 

 

 計画期間は、令和２年４月１日から令和７年３月３１日までの５年間としま

す。 

 なお、計画期間内においても、必要に応じて計画の見直しを行います。 

 

Ⅱ 当町の現状・課題と計画の目的 

 

当町は、平成３１年度の障害者任免状況通報において、法定雇用率に基づき算 

定する法定雇用障害者数の要件は満たしているものの、近い将来、既存の職員の

退職により、要件を達成することが困難となっていくことが予想されています。 

今後も継続的に要件の達成を維持していくためには、障がいをもった方を計

画的に採用していくことが必要であるため、既存の職員も含め活躍していける

ようハード面の整備を含め、本計画による取組を実施します。 

（参考） 

 ●障害者雇用率の状況                         

 平取町における令和元年６月１日現在の雇用率は、次のとおりとなってい

ます。 

法定雇用率 

 

(A) 

法定雇用障害者数の算

定基礎となる職員の数 

(B) 

法定雇用 

障害者数 

(A)×(B) 

実雇用障

害者数 

(C) 

実雇用率 

 

(C)/(B)*100 

2.5％ 195.5人 
４.８８人 

≒ ４人 
４人 2.04％ 

         ※ 令和元年６月１日現在の障害者任免状況通報書より。 

 

Ⅲ 目標 

 

 本計画の取組により、次の目標を計画終了後の令和７年４月１日に達成して

いることを目指します。 
 

 

  【目標】 実雇用率 2.14％ 

   （職員の人数の推移にもよりますが、現状の障がい者である職員数を維持 

していくことが必要です。） 

  【評価方法】 毎年度の任免状況通報により把握・進捗管理。 
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Ⅳ 取組内容 

 

 １．障がい者の活躍を推進するための体制整備 

   障がい者である職員の活躍を持続的に推進し、また、本計画に掲げる目標

を達成するため、次のとおり体制を整備し取組んでいきます。 

  （１）人事担当責任者 

     副町長を障害者雇用推進者として選任します。 

  （２）支援担当者 

     職場の上司、同僚を支援担当者とします。 

  （３）障害者職業生活相談員 

     当町では、選任すべき基準に達していないことから障害者職業生活 

    相談員は選任していません。 

     今後、障がい者である職員の増員が見込まれる際に選任を検討しま 

す。 

  （４）庁舎相談窓口の設置及び関係機関との連携体制の構築 

    障がい者である職員や、支援担当者が相談できる窓口を総務課に設置 

し、掲示板等により周知します。 

 ２．障がい者の活躍の基本となる職務の選定・創出 

身体障がい等により従来の業務遂行が困難となった障がい者から相談が

あった場合は、関係機関と相談しつつ、負担なく遂行できる職務の選定及

び創出について検討します。 

 ３．障がい者の活躍を推進するための環境整備・人事管理 

  （１）相談窓口への相談のほか、半期ごとに実施する人事評価面談の際、 

障がい者である職員に対して、必要な配慮等の有無を把握することと

し、その結果を踏まえて検討を行い、継続的に必要である措置を講じま

す。 

  （２）なお、措置を講じるにあたっては、障がい者からの要望を踏まえつ 

    つも過重な負担にならない範囲で適切に実施します。 

  （３）募集・採用に当たり、次のような取扱いを行いません。 

     ① 特定の障がいを排除し、又は特定の障がいに限定する。 

     ② 自力で通勤できることといった条件を設定する。 

     ③ 介助者なしで業務遂行が可能といった条件を設定する。 

     ④ 「就労支援機関に所属・登録しており、雇用期間中支援が受けら 

れること」といった条件を設定する。 
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     ⑤ 特定の就労支援機関からのみの受入れを実施する。 

  （４）職務環境 

①庁舎建替えの際には、障がい特性に配慮した福利厚生施設等（多目 

      的トイレ、スロープ等）の整備を積極的に行います。 

     ②建替え計画や予算等も考慮し、可能な範囲で配線等による床の段 

差解消に努めます。 

③限られた執務スペースを有効に活用し、可能な範囲内で机の配置 

等についても配慮します。 

  （５）キャリア形成 

本人の希望等も踏まえつつ、障がい者である職員が持続的に活躍し 

ていけるよう、支援担当者等を対象とした研修の場の提供に努めま 

す。 

 ４．その他 

   国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律

に基づく障害者就労施設等への発注等を通じて、障がい者の活躍の場の拡大

を推進します。 


